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 現在の津久⾒市庁舎は、昭和33年に本館と別館、昭和51年に新館が建設され、以来今⽇まで62年の⻑きにわたり利⽤されてき

ました。現庁舎は、耐震性能の不⾜、施設の⽼朽化・狭あい化、バリアフリー化への対策、機能分散等の様々な課題を抱えています。

本市では、庁舎の建て替えにあたり、平成29年8⽉に「津久⾒市新庁舎建設基本構想」を策定しました。

 その後、台⾵第18号による被災を受け庁舎建設は⼀時的に中断となりましたが、平成30年11⽉に様々な災害リスクへの対応、

利便性やまちづくり、経済性や実現性を鑑みたうえで、「津久⾒港⻘江地区埋⽴地」を建設予定地とし、南海トラフ巨⼤地震による

津波に備え、津波避難ビルとしての機能や、集客交流拠点施設と⼀体的に整備するという⽅針を⽰し、区⻑会定例会等の各種会

合や市内全地区での地域懇談会において説明を⾏いました。また、令和元年第３回定例会において、新庁舎の建設予定地を明記

した第５次津久⾒市総合計画の⼀部改訂が議決されたことを経て、新庁舎基本計画を策定することとしました。

 本計画は、「基本構想」が⽰す「基本理念」と「基本⽅針」を実現するための基本的な指針を策定することを⽬的としています。

配置計画にあたり、４つのパターンにて⽐較検討を⾏いました。

庁舎の視認性や利便性・アクセス性に加え、集客交流施設との関係性や賑わいづくりを検討し基本設計にて決定します。

❶ 災害リスクの分散化

❷ 災害に強い建物構造

❸ 津波避難ビルとしての機能

❹ 情報・防犯・セキュリティ機能

❶ 建設費・維持管理費の縮減

❷ ⾼い環境品質と性能

❶ わかりやすく使いやすい
     窓⼝機能

❷ 機能的かつ効率的な
     事務機能・議会機能

❸ ユニバーサルデザインに
     関する機能

❹ 利便性の⾼い交通アクセス機能

❶ 市⺠交流・協働機能
■インフィル
①改修・更新しやすい乾式間仕切壁
②改修・更新しやすい配管設備・機器等

■スケルトン
③⻑寿命の構造躯体（柱・梁・床等）
④ゆとりのある設備幹線ルート

❷ 近隣施設を活⽤した
     複合的な付加機能

❸ 集客交流施設との連携に
 よる広域交流機能

❹ 津久⾒らしさを感じる仕掛け

100％以上省エネルギー正味で50％以上省エネルギー 75％以上省エネルギー正味で

ZEB ReadyZEB Ready Nealy ZEBNealy ZEB 『ZEB』『ZEB』

津波対策について、３つの断⾯計画の⽐較検討を⾏いました。

台⾵による庁舎浸⽔被害を受けた津久⾒市としては、浸⽔の防⽌性を特に重要だと考え、イ案を中⼼に検討を⾏い、基本設

計にて⽅針を決定します。

「国⼟交通省新営⼀般庁舎⾯積算定基準」、「旧総務省起債対象事業算定基準」、「他市事例との⽐較」及び必要諸室⾯積の積

み上げによる規模算定を⾏い、6，07０㎡に設定します。また、基本設計にて引き続き検討を⾏い、効率的でコンパクトな規模の

計画とします。

概算事業費及び財源は以下の通り想定しますが、基本計画策定後も事業費の抑制や有利な財源の活⽤など引き続き検討

を⾏い効率的な施設整備を進めます。
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1. 計画の背景

津久⾒市新庁舎建設基本計画津久⾒市新庁舎建設基本計画津久⾒市新庁舎建設基本計画

３. 新庁舎に求められる機能

１．市⺠の安全・安⼼を守る庁舎 ２．市⺠サービスの拠点となる庁舎

３．経済性に優れ将来に負担をかけない庁舎 ４．市⺠が協働しまちづくりの拠点となる庁舎

４. 施設計画

１．規模の設定 

１．津波避難ビルとしての整備⽅針

２．基本⽅針実現に向けた新庁舎の在り⽅

２．新庁舎の配置⽐較

５. 概算事業費・財源計画・スケジュール

１．概算事業費・財源計画

2. 新庁舎の在り⽅と基本的機能

 新庁舎は周辺施設の利⽤者や来訪者等が、津波の際に避難できる「津波避難ビル」として整備します。

 現庁舎が抱える問題を分類・整理し、基本理念及び５つの基本⽅針達成のため、４つの「新庁舎の在り⽅」を定めます。

3．津波対策の検討

必要な事業費 財源について

２．スケジュール
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ア案  庁舎周囲の地⾯を盛⼟にて嵩上げしたパターン イ案  庁舎の⼀階をピロティにしたパターン ウ案  緩やかに嵩上げして１階の津波浸⽔を許容するパターン

建設⼯事費

外構整備費

その他

消費税

合計

３２.３億円 市庁舎６，０００㎡の⼯事費

１０％

庁舎周辺外構整備費
植栽整備費
地盤改良費

設計料（積算を含む）、監理料
オフィス環境調査、敷地測量、地盤調査

２.１億円

２.３億円

３.７億円

４０.４億円

⾦額 概要費⽬

３６.３億円

４０.４億円

４.１億円 積⽴⾦

公共施設等適正管理推進事業費

緊急防災・減災事業費

過疎対策事業費

庁舎管理建設推進基⾦

合計

（市町村役場機能緊急保全事業）

概要⾦額費⽬

基本計画

基本実施設計

建設⼯事

共⽤

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度


